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課題① 人口減少・超高齢社会の到来

総人口 約376万人 約302万人

生産年齢
人口 約259万人 約162万人

高齢者人口 約92万人 約108万人

2020年（現在） 2065年（45年後）

現在の

2/3
以下に

総人口の

3人に1人
が高齢者に

約20％
が減少

市税収入の減少
約1,000～2,000億円

規模で減収の見通し

社会保障費の増
約320～2,500億円

規模で増加の見通し

市の収支差
▲2,160億円

の見通し



出典：第30次地方制度調査会第６回専門小委員会資料をもとに作成 ※「３大都市圏」とは、東京圏、名古屋圏及び大阪圏を指す

高齢化は大都市部でより急激に進行
高齢者人口 高齢者福祉費

25年で



課題② 公共施設の保全・更新需要の増大

市民利用施設・道路・学校 等

老朽化による
保全・更新が必要

※2017年度推計 一般会計における2018年度から20年間の費用

Before

After

高度経済成長期に集中して整備

30年度からの20年間で 約2.5兆円の保全費用が必要

市営住宅の
住戸改善



課題③ 東京一極集中

1991年中～2018年中

（人）

転出超過数
が拡大

横
浜
市

東
京
23
区

出典：「横浜市の人口」

横
浜
市

横
浜
市
外６割が東京23区へ 71.8 万人

41.2 万人横浜市外への通勤・
通学者（15歳以上）

出典：「2015年国勢調査」（総務省）をもとに作成

ー東京への人の流れが加速



東京都 横浜市 大阪市 東京都23区 大阪市 横浜市

東京都 大阪市 横浜市

経済規模で東京と大きな差

出典：各都市の人口（推計）（2020年6月１日現在）を基に作成

376万人

1,400万人

275万人

出典：中小企業庁「都道府県・大都市別企業数、常用雇用者数、従業者数」

（2016年6月時点）をもとに作成

840社 328社

4,398社

出典：「都民経済計算」（東京都）、各都市の市民経済計算（2015年度）をもとに作成

19.5兆円 13.4兆円

105.2兆円人口比較 市内総生産

大企業数





様々な二重行政が存在

同一又は類似の行政分野で
広域自治体と基礎自治体に

事務・権限が分断

河川管理 ／ 県費負担教職員(給与負担・任免など)※
／医療計画 ／ 保育所・幼稚園／ 職業訓練・紹介

※2017年に政令指定都市に移譲

分担型

出典：第30次地方制度調査会第14回専門小委員会資料をもとに作成

重複型
広域自治体と基礎自治体が
同一の公共施設を整備

広域自治体と基礎自治体が
同一の施策を実施

公営住宅 ／ 図書館 ／ 博物館 ／ 体育館 ／ プール

助成等 中小企業支援／ 商店街振興
制度等 地球温暖化対策／ 環境教育

基礎自治体の事務処理に
広域自治体の関与等が存在

農地転用許可（４ha以下）に係る市農業委員会と
県農業会議の事務※関与型

※農地転用許可の権限は2016年に横浜市に移譲

課題① 二重行政



河川管理 がけ対策

市 県

二次災害 の
危険性がある
崖の応急措置

急傾斜地(崖
地 )の指定や
保 全 工 事

市と県の間で事務・権限が分かれる
きめ細かな

行政サービスの
展開が困難

その他、子育て、就労支援、医療など多分野に及ぶ

管理者 整備・管理権限の対象
一級河川
（大臣指定区間）
二級河川

（指定都市）

一級河川
（大臣指定区間）※
二級河川
（知事指定区間）
準用河川

※平成１５年４月に一級河川の管理権限が
県から市に移譲（大臣指定区間の一部）

県

市

二重行政の具体例



令和２年度指定都市全市の予算に基づく概算

道府県の事務を一部
担うことによる負担金額

税制上の措置済額

※県費負担教職員の給与負担に係る経費を含まない。

課題② 不十分な税制上の措置

約3,900億円

（例）保健所・児童相談所など

税制上の措置不足額

約2,400億円

約1,500億円
【地方自治法に基づくもの】
児童福祉、民生委員、身体障害者福祉 等

【個別法に基づくもの】
土木事務所、衛生研究所、定時制高校人件費、
国・道府県道の管理 等





特別自治市とは
【現在】 【特別自治市】

国

神奈川県

横浜市

国

横浜市 神奈川県
連携

地域の特性に合った
きめ細かな行政サービス

二重行政の解消 経済活性化

市民生活の向上

原則、横浜市が
市域の地方事
務の全てを担う



【現在】 【特別自治市】

①横浜市域の国の仕事以外は、原則全て横浜市で対応

特別自治市の概要 ポイント①･②

②横浜市の役割・仕事量と、財源のバランスを取る

税財源 仕事量 税財源 仕事量



③近隣市町村や県との連携・協力を強化

特別自治市の概要 ポイント③・④

周辺地域も含めた都市圏
全体を見据えた取組を実施

８市連携市長会議（2018年７月）

④区役所機能・住民自治を強化



特別自治市の実現

投資税収・にぎわい
アップ！

©oono ryusuke

生み出された財源などは、
行政サービスや成長分野へ投資！

より暮らしやすく、活力あふれる都市になります

子育て・教育文化・芸術

経済
身近な行政サービス 観光

まちづくり



地方自治をめぐる国の動向
第30次地方制度調査会答申（2013年６月）

・二重行政が完全に解消され、今後の高齢化や社会資本の老朽
化に備えた効率的・効果的な行政体制の整備に資する点で大
きな意義を有する

都道府県から指定都市に
事務・税財源を移譲当面の対応

・大規模な都市が日本全体の経済発展を支えるため、一元的な
行政権限を獲得し、政策選択の自由度が高まる点にも意義が
ある

特別自治市の意義が明確に認められる



横浜市神奈川県調整会議

パスポート発給事務の
移譲について合意

【横浜市神奈川県調整会議（2017年３月）】

最近移譲された事務・権限





根拠：大都市地域における
特別区の設置に関する法律

横浜特別自治市と大阪都構想との違い

横浜特別自治市

行政区

●効率的で、区民の皆様に
身近な総合行政機関

●住民自治機能を強化

市域において、県と市の機能
をあわせ持つ新たな自治体

根拠法がない

国

横浜特別自治市 大阪都構想

大阪「都」
＜広域自治体＞

＜基礎自治体＞

特別区

大阪市を再編して設置する
「特別区」

●区長公選
●公選区議会設置

広域自治体と基礎自治体の
役割分担を明確にし、大阪
府と大阪市が担っている広域
機能を一元化

国

現 在

道府県
＜広域自治体＞

＜基礎自治体＞

指定都市

行政区

●
子
育
て

●
医
療

●
公
営
住
宅
・
施
設

●
河
川
管
理

●
が
け
対
策

な
ど

二重
行政

国

３
層
制

２
自
治
体

2
層
制

１
自
治
体

３
層
制

５
自
治
体



400.97k㎡５.４k㎡ 50年で約75倍に急拡大

都市としての一体性

８０年間変わらない、現在の市域

市民のロイヤリティの高さ
81.7%

横浜に愛着や誇りを感じる市民

出典：「平成30年度 横浜市民意識調査」



神奈川県と横浜市 大阪府と大阪市

府県における横浜市と大阪市の地政学的な違い

大阪市が府中央に位置するのに対し、横浜市は県東部に位置
神奈川県：約2,416 ㎢ 横浜市：約436 ㎢ 大阪府：約1,905 ㎢ 大阪市：約225 ㎢



＜参考＞諸外国の大都市制度





県税收 40.9%

横浜市徴収分割合

40.8%

県内の横浜市人口割合

県・周辺自治体の財政に与える影響

財政指標 0.97
横浜市財政力指数

0.92
県内市町村平均財政力指数

経済指標
38.5%

県内総生産に占める
横浜市内総生産割合

40.8%

県内の横浜市人口割合

出典：「（税額）平成30年度決算からの推計」 （人口）平成27年度国勢調査 （県・市内総生産）平成29年度推計」

特別自治市が県・周辺自治体の財政に与える影響は限定的



「特別自治市」の実現に向けて

目
指
す
ゴ
ー
ル
は
「
特
別
自
治
市
」

地
方
自
治
法
な
ど
の
法
改
正

〇国等への提案・要望
特別自治市を実現するためには、地方自治法などの
法改正が必要です。制度の早期実現を目指し、国の動
向を踏まえ、他の指定都市とも力を合わせて、国や関
係機関等への提案・要望・協議を進めていきます。

〇二重行政解消に向けた県との協議
法改正までの間は、市民サービスの向上につながると思われる事務について、
二重行政の解消に向け、「指定都市都道府県調整会議」を活用し、
引き続き、県と協議を継続します。

〇市民の皆様への広報活動、
経済団体、県・県内市町村等との意見交換

右：菅内閣官房長官 （令和２年７月）

国への提案・要望を行う林市長

特別自治市の実現にあたっては、市民の皆様をはじめ、
横浜市に関係する多くの皆様のご理解が不可欠です。
講演会や出前説明会、広報冊子などを通じて、わかり
やすく制度の周知を行っていきます。

出前説明会（令和元年11月）
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